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原案
可決

○○○○○○○

東京の都市農地は農業の生産基盤となるだけでなく重要な役割を果たしている。とこ
ろが東京の市街化区域内農地は平成４年からの１３年間で約２千３００ヘクタール、３０％
以上も減少している。「都市農地と住宅地が共存共栄」できる政策、農地制度や相続税
制度の改善等都市農地保全のために必要な措置を講ずるよう強く要請する。

都市農地保全に関する意見書

第

３

回

定
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会

原案
可決

△○○○○
×４
△１

○

防犯の取組などを国や自治体が総合的に支援する「地域安全・安心まちづくり推進法
（仮称）」を早期に制定し、①「地域安全・安心ステーションモデル事業」を全国的に
増やす②スクールガードリーダー等の配置を進め、公園や駅などに子供用の緊急通報
装置の設置③住民と自治体が協力しやすい環境整備の促進を要望する。

「地域安全・安心まちづくり推進法」の
早期制定を求める意見書

原案
可決

△○○△○○
○２
×２
△１

教育現場では、いじめや不登校の問題が深刻である。さまざまな試みを参考にして、
具体的な施策を実施すべき。①第三者機関による「いじめレスキュー隊（仮称）」の設
置②地域の中で子供が安心できる居場所「ほっとステーション（仮称）」の設置③教員
志望の学生等を派遣する「メンタルフレンド制度」の実施を要望する。

いじめ・不登校対策のための施策を求め
る意見書

原案
可決

○○○○○○○

団塊世代が引退時期を迎える中、特に小規模企業において事業承継が進んでいない。
よって、事業承継円滑化のために、①非上場株式等に係る相続税の減免措置について
抜本的な拡充を図る②非上場株式の相続税法上の評価制度について合理的な評価制度
の構築を図る③情報面等の支援を含め総合的な対策を講じるなどを要望する。

中小企業の事業承継円滑化のための税制
改正を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○

障害者自立支援法で負担が急増しサービス利用を中止・抑制する事態が生じた。その
後、国は期間限定の激変緩和の負担軽減策を定めたが、障害者・福祉団体が安心でき
る内容には程遠い。よって、障害者自立支援法の最大問題である「応益負担」を改め
「応能負担」に戻す制度の改善を国に強く求めるものである。

障害者自立支援法の応益負担の見直しを
求める意見書

※否決○×
×１
△２

○×○
×４
△１

青森県の六ヶ所再処理工場は、原子力発電所が１年間に放出する量の放射性物質をた
った１日で海と空に排出する。また、工場で取り出されたプルトニウムは核兵器の原
料であり、多額の費用をかけて利用予定のない危険な物質を製造し、環境汚染を引き
起こす。よって、六ヶ所再処理工場の本格稼動を中止し、施設の閉鎖を求める。

六ヶ所核燃料再処理工場の本格稼動中止
を求める意見書

原案
可決

○×○○×○×

アフガニスタンでの米軍の対テロ報復戦争を日本の自衛隊が支援するための、テロ対
策特別措置法の期限が、１１月１日に迫っている。報復戦争の６年はさらなるテロと武
力報復の悪循環と無数の新たな犠牲者を生んだ。多額の税金投入にもかかわらず情報
公開もない。よって、自衛隊のインド洋での給油活動中止と即時撤退を求める。

インド洋での自衛隊の給油活動の中止を
求める意見書

原案
可決

○○○○○
○２
×３

○

２１世紀は環境の世紀といわれている。環境創造も人類社会の目指す新しいテーマであ
る。国際園芸博覧会は環境と調和という時代の要請に応えるものと考える。多摩地域
での開催は当地のみならず東京都全体の中長期的な発展に資するものである。よって
小金井市議会は平成２５年、仮称東京多摩国際園芸博覧会の開催実現を強く求める。

平成２５年（２０１３年）の「（仮称）東京多摩
国際園芸博覧会」の開催実現を求める意
見書

原案
可決

○○○○○○○

経済産業省で本年秋に割賦販売法改正の方向性が示される見込みである。消費者に対
して安心安全なクレジット契約を提供、クレジット会社の責任で被害の防止と取引適
正化を実現する必要がある。①過剰与信規制の具体化②不適正与信防止義務と既払金
返還責任③割賦払い要件と政令指定商品制の廃止④登録制の導入を要請する。

割賦販売法の抜本的改正に関する意見書

原案
可決

○○○○○
○２
×３

○

近隣他市に比較しスポーツ施設が圧倒的に不足している。スポーツは子供の心身の健
全な発達と大人の地域社会関係に好影響が認められる。市域公園内に小金井市専用の
少年野球場と少年サッカー場を設けるのは１１万市民の念願である。隣接する農地に迷
惑が及ばぬようネットフェンス等を施すことも併せて東京都に要請する。

小金井公園内に少年スポーツ施設の設置
を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○

原爆症認定訴訟については、計６か所の裁判所で原告の訴えの一部または全部が認め
られる判決が下された。現在国内には約２６万人の被爆者がいる。小金井市議会は、国
会及び政府に対し、司法判断等を踏まえ、早期に原爆症の認定を行い、被爆者の救済
について適切な対応を図るよう強く要望する。

原爆症認定と被爆者の救済に関する意見
書

原案
可決

○○○○○○○

来年４月から後期高齢者医療制度が施行される。小金井市議会は①保険料は現行の負
担を超えないこと②健診はこれまでの内容を維持すること③高齢者の負担や市の超過
負担が生じないよう必要な財政措置を行うこと④速やかに必要な情報を関係自治体や
国民に提供することを求める。

後期高齢者医療制度の見直しを求める意
見書

否決○×
×２
△１

○×○×

昨年１１月武蔵小金井駅南口再開発の起工祝賀会において、当時駅周辺整備調査特別委
員長の職にあった和田茂雄議員が、都市再生機構から酒の接待を受けた事実が判明し
た。市民から３月に指摘されていたが、対応がなかった。今般の酒の接待問題に関し
て、猛省と市民にわかりやすい形で責任を明らかにすることを求める。

武蔵小金井駅南口再開発事業の起工祝賀
会において、都市再生機構から酒の接待
を受けた和田茂雄議員に猛省を促す決議

原案
可決

○△○○○○
○３
△２

文科省が来年度から使用される高校教科書に、沖縄戦の「集団自決」について「日本
軍による強制または命令は断定できない」との検定意見を付したことにより、５社７
冊の日本史教科書で記述の削除・修正が行われた。これは体験者の数多くの証言を否
定するものだ。正しい歴史を次世代に伝えるため、検定意見の撤回を求める。

沖縄戦「集団自決」（強制集団死）への
軍関与を否定する教科書検定意見の撤回
を求める意見書

原案
可決

○×○○×○×

参議院議員選挙で自民党・公明党が大敗したにもかかわらず、続投を表明する安倍総
理の姿勢は、多くの国民が示した民意を無視するものである。国民の審判とは、著し
く乖離している国会を正常な姿に変える必要があるため、安倍政権の一刻も早い退陣
と現在の民意を反映していない衆議院の早期解散総選挙を求める。

安倍内閣の退陣と衆議院の解散総選挙を
求める決議
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� �次の定例会は 開会予定です。平成１９年１１月３０日（金）

閉会中の委員会日程及び審査案件

※可決された意見書は、国等の関係機関に送付しました。原稿は提案議員が作成しております。

行財政改革調査特別委員会

　平成１９年１０月１８日�午前１０時
�行財政改革調査特別委員会の調査
事項に関する陳情書
�行財政の改革を推進することに係
る諸問題の調査

総務企画委員会

　平成１９年１０月２２日�午前１０時
�消防団Ａによる建築法令違反工事
（耐火ボードの欠落）に関する陳
情書
�ごみ処理施設など迷惑施設・嫌悪
施設周辺の資産税減免措置を求め
る陳情書

駅周辺整備調査特別委員会

　平成１９年１１月２１日�午前１０時
�中央線連続立体交差化及び駅周辺
開発に係る諸問題の調査

ごみ処理施設建設等調査特別委員会

　平成１９年１１月２２日�午前１０時
�ジャノメミシン工場跡地を焼却場
候補地（案）から外す事をお願い
する陳情書

�蛇の目ミシン跡地への焼却場建設
計画の白紙撤回を求める陳情書

�広域支援各市への持ち込み可燃ご
みの減量・減容を求める陳情書

�ごみ処理施設建設及びごみ対策に
係る諸問題の調査

議会運営委員会

　平成１９年１１月２７日�午後２時
①次期定例会（臨時会を含む。）の会
期及び会議日割等、議会運営に関
する調査

②議会の会議規則、委員会条例等に
関する調査

③議会運営に関する議長の諮問事項
について

※厚生文教委員会及び建設環境委員
会は、閉会中の日程はありません。
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※は、可否同数による議長裁決


